

































































































































































































































































































ニーズ確認 2９（97％） １（3％） 30（100％） 
他市場にニーズあり ４（31％） ９（69％） 1３（100％） 
ニーズ未確認 ３（16％） 1６（84％） 1９（100％） 






























































































































































































































大企業向け ４ １ ５ 
それ以外向け ０ ８ ８ 


















災害甲等を携帯品カヌ § ユーナウ・ドット・ネｕ ７マイ－，
ステム
当初は、インターネットプロバイダー数社を通じて災害情報等を個人の携帯電話向けに
販売するスキームであったが、苦戦を余儀なくされた。その後、このサービスは朝日新聞
社が提供する携帯向け情報サービス「朝日ライフラインＮＥＷＳ」のコンテンツとして採用
された。この効果はきわめて大きく、事業が軌道に乗り始めたのである。
まず、朝日新聞社は、最終ユーザーに責任をもって提供すべき災害情報等について、そ
の内容の絞込みと深堀を要求した。この結果、レスキユーナウ・ドット・ネット社が収集・
加工する情報範囲が絞られるとともに、従業員がピーク時の５５人から半分以下に減少す
るという副次的効果があった。さらに朝日新聞社は、業務の管理体制についても、従業員
個人による管理ではなく組織規定･文書規定等に基づいた全社的管理体制の構築を要求し
た。先進的ユーザーからの情報フィードバック効果によって、当社は期せずして、従業員
リストラと社内管理体制の整備を行うことが出来たのである。
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当初想定の新製品内容 成功の要因（考察）
中堅・中小法人向けデータ・ストレージ．
サービスのシステム化。データ保管業務の
アウトソーシング需要を想定
中小企業市場にはニーズなし。
大企業向けのニーズを見出し、ソフトを大手情報通信
会社にＯＥＭ供給することによって、売り上げ拡大。
ＰＣ向けインタラクティブWEB3D技術の
事業化。インターネットを通じた販促活動
として、３Ｄ画像の幅広いニーズを想定。
多くの業界にアプローチしたが、不成功。
自動車業界に的を絞り、トヨタ・ホンダが採用。
災害や事故等の情報を個人の携帯電話等
へカスタマイズ配信するシステム。
プロパイダーを通じての個人販売では苦戦。朝日新聞
社の携帯向け情報サービスのコンテンツとして採用さ
れた。これを契機に、他の業界での販売も増加。
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朝日新聞社へのサービス納入が大きな契機となって、総合警備保障と資本提携･業務提
携が行われた。これは業界を超えたレファレンス効果である。さらに総合警備保障との提
携は、日産自動車･三井住友銀行・大正製薬等へのサービス提供へと連鎖している。
Ｂ３Ｄ技呵ヅパ社ＰＣナインタフ
当社は、インターネットを通じて簡便に操作できる３Ｄ画像を販売促進用に活用すると
いうピジネスモデルで、多くの業界にアプローチした。精密部品のネットカタログ、家具
のネット販売、マンションのネット展示、ネットを通じた肉の調理法研修等々である。し
かし、対象顧客の的が絞り切れないこともあって、当初は大いに苦戦した。
そこで当社は、自動車業界に的を絞り、ネットを通じた自動車の３Ｄ画像提供と費用見
積もりシステムを開発し、これがトヨタとホンダに採用された。その後、時を経ずしてこ
のシステムは米国と欧州の自動車メーカーに採用された｡国境を越えたレファレンス効果
である。当社は、海外メーカーへの販売・サービスを充実すべく、米国・フランスに事業
所を開設している。
最近では自動車業界を越えて、日本航空（座席予約システム）や旭化成（住宅販売）な
どにも採用されている。トヨタ等によるレファレンス効果が大きかったものと推察される。
6.結論
6.1仮説の検証結果
企業ユーザー向けに、ローエンド集中戦略または新市場集中戦略によって新製品開発を
行った事例は６２件であった。
「ニーズ確認」の成功事例２９件のうち、－部上場企業等でニーズ確認されたのは２４件
に上った。これらの企業の大半は､新製品･新サービスが市場に投入する以前の段階から、
新しいニーズヘ対応していた。その中の２１件については、－部上場企業等と研究開発型
ベンチャーとの間で、「試作品納入、ニーズを聴取しながら開発、共同開発、試験放送」な
どの形で、新製品・新サービスについて情報のフィードバック活動が行われた。
さらに、これらの事例に登場した－部上場企業は、ほとんどが業界を代表するような大
企業ばかりであり、他の企業への影響力も大きいと判断された。
また、「他市場にニーズあり」や「ニーズ未確認」のケースにおいて成功した事例７件
についても、全て、製品開発や販売開始段階において一部上場企業等でニーズ確認が行わ
れた｡さらにその中で少なくとも６件については､情報のフィードバック活動がなされた。
以上の分析結果からみて、第一の仮説、即ち「わが国の研究開発型ベンチャーがニーズ
確認等のために接触すべき先進的なユーザーは、①新しいニーズに直面し、新製品開発の
内容についての情報をベンチャー企業等に対してフィードバックする役割を果たす、②他
の買い手にとって影響力がある、という要件を備えている」ことが検証された。
また、第二の仮説「上記の要件を備えた先進的ユーザーは、東証一部上場クラスまたは
それに準ずる企業・組織であることが多い」ことも検証されたといえる。
研究開発型ベンチャーの場合には、一般的に財務体力が小さい。したがって、利益計上
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までに長期間を要する新製品開発はリスクが大きい。したがって、製品開発や販売のなる
べく早い段階で先進的ユーザーのニーズを確認することが、成功の必要条件とも言える。
中でも東証一部上場クラスの企業によるニーズ確認は、製品開発等における情報フィード
バックやレファレンス効果が大きい｡この点は､数社の事例紹介で見られたとおりである。
6.2仮説以外の事実関係
「ニーズ確認」の成功事例の中では、比較的少数（４件）ではあったが、「－部上場企業
以外の企業や自治体等でニーズ確認がなされ、かつ、販売代理を有力な一部上場企業等が
担っていた」ケースが観察された。新製品・新サービス対象のユーザーに大企業等が含ま
れない場合に、－部上場企業等が販売代理という形で信用補完をすることによって成功し
たものである。このようなケースも成功パターンの一つであると考えられる。
しかし、一般的には研究開発型ベンチャーが大企業以外の中小企業等を対象とした新製
品開発を行う場合には、成功率が下がると判断される。大企業向けに製品供給がなされて
いたケースで、それ以外の中小企業等のマーケットに対して新たなニーズを想定して新製
品開発を行った場合では、失敗の件数が多かった。これらの市場においては、有力な先進
的ユーザーを見出すことが難しいことが、その有力な一因であると推察される。
6.3今後の課題
今後の課題として、二つのことが残った。
第一は、企業向け製品開発において－部上場企業等の先進的ユーザーが果たす役割の中
で、新製品・新サービスの情報フィードバック活動の内容について、更なる情報収集とそ
の掘り下げである。特に研究開発型ベンチャーの方が大企業等に対してニーズ確認等のア
プローチを行った場合と、逆に大企業等の方から研究開発型ベンチャーに対して主体的に
情報提供・アプローチした場合とでは、新製品開発の効率性や正確性等に差異が出てくる
のではないかと思われる。
第二は、－部上場企業以外の先進的ユーザーの事例収集と内容掘り下げである。新製
品･新サービスのユーザーが、大企業以外の企業・法人、さらには個人向けの場合である。
今回の研究においては、この事例数が少なく十分な研究を行うことが出来なかった。
いずれも研究対象となる事例の数には限りがあろうが、地道に腰を落ちつけて取り組む
所存である。
最後に、本論文の審査に当たって、レフェリーの先生方から大変に貴重なご意見を頂戴
したことに対して心から御礼申し上げたい。
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